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太田川河川マリーナの概要

・太田川市内派川に不法係留されているプレジャーボートを収容するための施設として、平成10年
度から整備。

・太田川河川マリーナは広島市が整備する下水処理場の屋上を利用し、プレジャーボート約350隻を
陸上保管する施設。

・国土交通省において、外郭施設、水域施設、係留施設、屋上進入橋梁及び、上下架施設の整備を
行い、広島市が陸上保管施設及び管理運営施設等を整備。

・事業年度：昭和６３年度～、総事業費６５億円（国：５５億円、市：１０億円）

（施設整備内容)

【施設の概要】

施設面積：屋上施設(2.1ha)、泊地部(0.4ha)

陸上保管施設：収容計画隻数(350隻) :市

外郭施設：防波堤、泊地護岸、港口部

水域施設：泊地、航路

上下架施設：ボートリフター４基

係留施設：一時係留桟橋

管理運営施設等：クラブハウス、駐車場、サービス施設：市

現在の状況

・広島市との共同事業であるが、現在市の財政が厳しいため、
一旦中止している。

・現在整備を終えている施設は不法係留船の保管場所として
暫定利用している。
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広島市西部水資源再生センター

(下水処理場）

太田川放水路

市道

築堤部

斜路(暫定) 水域

太田川放水路

↑
①

②→

④→
③

①屋上進入橋梁下部工

②泊地(奥：水域、手前：斜路)

③開口部(手前:斜路)

④不法係留船保管状況

太田川河川マリーナ範囲

開口部

太田川河川マリーナの進捗状況

事業実施済み額 C=46億円（国施工分）

ﾏﾘｰﾅ平面図

国施工箇所

広島市施工箇所
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太田川河川マリーナを巡る主な経緯

21日：広島市が市議会建設委員会に「事業を中止する方針」を説明し、了承される

30日：広島市長から太田川河川事務所長へ「事業の中止」を申入れ

平成23年 11月

事業評価監視委員会・再評価『継続』

ただし、「広島市の財政事情により市が「一旦中止」としていることを踏まえ、運営主体となる広島市の対応を
見ながら早期に整備再開ができるよう調整を継続すること」の附帯意見

平成20年 2月

泊地斜路掘削暫定完成

簡易代執行等の船舶仮置き場、水防ブロックの仮置き場として利用

平成17年 3月

広島市議会大都市制度等対策特別委員会へ「市の事業費を伴う事業参画については一旦中止し、国交省と協議を
進める」と報告

平成16年 1月

広島市公共事業見直し委員会の中間報告で「中止することが適当と認められる事業」と答申平成15年 10月

事業評価監視委員会・再評価『継続』平成15年 2月

「太田川水系不法係留船対策に係る計画書」策定（中国地方整備局・広島県）平成10年 9月

泊地護岸工事着手平成10年 8月

太田川河川マリーナ実施設計着手平成 9年 8月

台風19号の強風・高潮等の影響でプレジャーボートの堤防上への打ち上げ、沈船等が生じ、油流出事故が多発平成 3年 9月

太田川河川マリーナ着手昭和63年 4月

プレジャーボート対策連絡協議会設置（国・広島県・広島市）昭和62年 1月

主な経緯年月
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○不法係留船の弊害
・広島県は、静穏な瀬戸内海に面し、全国一多くのプレジャーボートが存在。
・太田川市内派川にはS50年代頃から不法係留船が増大し、洪水時等の流下阻害、堤防・護岸等の損傷、沈没
等による油流出、景観の悪化、騒音、安全な河川利用の阻害等が社会問題化。

洪水時等の流下阻害

洪水・高潮時に洪水・高潮時に船舶船舶がが流出流出しし橋梁橋梁にに
引っかかると、水が引っかかると、水が塞き止め塞き止められ、水られ、水
位が上昇し洪水被害を助長するおそれ位が上昇し洪水被害を助長するおそれ
があるがある

太田川市内派川の不法係留船対策の経緯・対策状況

沈船等による油流出

不法係留船の沈没・破損により油不法係留船の沈没・破損により油
が流出し、水質や生物へ悪影響をが流出し、水質や生物へ悪影響を
与える与える

景観、河川利用の阻害

「水の都ひろしま」の水辺景観の支障「水の都ひろしま」の水辺景観の支障
となるとともに水上交通や河川清掃のとなるとともに水上交通や河川清掃の
妨げとなる妨げとなる
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太田川市内派川の不法係留船対策の経緯・対策状況

太田川河川ﾏﾘｰﾅ 観音マリーナ

直轄

一次指定区域

二次指定区域

三次指定区域

四次指定区域

広島県
管理区間

ボートパーク広島

御幸松ボートパーク

重点的撤去区域の設定位置図(市内派川)

平成９年 河川法改正：「係留船舶も不法工作物」平成９年 河川法改正：「係留船舶も不法工作物」

「太田川水系不法係留船対策に係る計画」策定
平成10年９月： 【中国地整・広島県】

「太田川水系不法係留船対策に係る計画」策定
平成10年９月： 【中国地整・広島県】

不法係留船の「 重 点 的 撤 去 区 域 」を設定

広島湾域において、平成10年10月から「広島県ﾌﾟﾚｼﾞｬｰ
ﾎﾞｰﾄの係留保管の適正化に関する条例」施行

広島湾域において、平成10年10月から「広島県ﾌﾟﾚｼﾞｬｰ
ﾎﾞｰﾄの係留保管の適正化に関する条例」施行

太田川マリーナを執行船舶保管場所として利用

平成19年11月27日中国地方の河川初となる
不法係留船の「行政代執行」実施

平成19年11月27日中国地方の河川初となる
不法係留船の「行政代執行」実施

県・市と連携し取り締まりを強化（指定区域の拡大）県・市と連携し取り締まりを強化（指定区域の拡大）

平成19年10月に四次指定区域まで指定完了

行政代執行による太田川ﾏﾘｰﾅ
への不法係留船の収容状況

ソフト施策の推進ソフト施策の推進

【H23.2現在の指定】
・港湾・漁港域内の

｢放置等禁止区域｣
及び河川区域内の
｢重点的撤去区域｣
を順次、拡大

・H23.2には、新たに
４河川に｢重点的
撤去区域｣を拡大

平成22年11月
国管理区域の河道部から
はプレジャーボートを

一掃

平成22年11月
国管理区域の河道部から
はプレジャーボートを

一掃
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広島湾域におけるプレジャーボート数の推移

・現時点（平成22年調査）では、係留施設が約470隻不足しており、係留施設の整備が必要。

・計画収容施設（民営マリーナ含む）能力は約4200隻であり、太田川河川マリーナの収容能力350隻を除いた場合でも

広島湾域の全てのプレジャーボートの収容が可能。

7



事業を巡る社会情勢等

市の申し入れ内容

需要の減少、施設の早期有効活用の必要性、継続的な不法係留船対策を実施する、

ということを総合的に勘案し、事業を中止せざるを得ない。

○需要の減少

・平成２２年時点で収容数が４７１隻不足しているが、プレジャーボートが著しい減少傾向にある。

（不法係留船の所有者は料金抵抗から船を公共マリーナに係留せずに手放す傾向も伺える）

・陸上保管のニーズが高まっていることもなく、陸上保管の太田川河川マリーナが高い収容率を

確保することは難しい。（既存の公共・民間マリーナとの新たな競合関係も生じる）

○施設の早期有効活用の必要性

・「一旦中止」以来、市民が施設を利用できない状況が続いており、早期有効活用を進める必要

がある。

○継続的な不法係留船対策の実施

・市管理水域での放置に対する指導、市民への意識啓発などにより、継続的な不法係留船対策

を実施する。
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今後の対応方針（案）

泊地の利活用及び今後の不法係留船対策

施設の管理

事業の取扱

○広島市が責任を持って利活用を行う（広島市の考え方）

・施設（泊地）については、「水の都ひろしま」づくりに寄与して河川利用の促進が図られるよう活用し、対岸の

広島西飛行場の跡地の活用と連携して、将来のウォーターフロントのあり方にうまく繋げていきたい。

・泊地護岸、港口部の外郭施設については、河川管理施設として国が管理。

・それ以外(泊地など)の河川区域は、広島市が利活用策を決定後、広島市が占用し管理。

共同事業者(広島市)が事業中止を決定したこと、不法係留船の現状などを踏まえ、

太田川河川マリーナは中止とする。

なお、今後の泊地の利活用、施設の管理は以下の方針で進めていくこととする。

広島県への意見照会結果

○国、広島県、広島市が連携して不法係留船対策を行う

・プレジャーボート等の不法係留船対策については、広島湾地域の公共水域について連絡協議を行い水面が

有する機能の維持と環境の整備を図る。

中止の判断はやむを得ないものと判断されるが、これまで整備した施設の有効な活用策を早急に提示されたい。

なお、今後の利活用に係る費用については、県は負担しないものとして検討していただきたい。
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不法係留船舶数

（参考）広島県内の不法係留船の状況

・広島県は、不法係留船(≒放置艇※)
が全国一多い。

・2位～4位は、岡山県、愛媛県、山口
県となっており、瀬戸内海の不法係
留船が多くなっている。

※放置艇：不法係留船及び廃船、マ
リーナにおける料金不払いを含む。

(出典：平成22年度プレジャーボート全国実態調査)
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太田川総合水系環境整備事業

（太田川河川マリーナ）

〔広島県への意見照会と回答〕
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（別紙）

【河川事業】

事業名 「対応方針（案）」案※ 備考

太田川総合水系環境整備事業
（太田川河川マリーナ）

中止

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る
　対応方針（案）を作成するためのものです。
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